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論文内容の要旨
本研究の目的は、企業が消費者との持続的な共創活動を実現するためにはどうすべきか

について考察するζとである。具体的には金銭的インセンティプの働きに着目し.事例研

究を湿してそれが企業と消費者の共創活動に与える影響について確認を行っている.

1つ自の事例では米国のスタートアップ企業である Quirkyを取り上げている.同社は全

ての製品を共創活動によって生み出す、企業と消費者の共創活動の先端企業である。同社

へのインタビューおよび二次情報の収集、販売データの分析かぢ、 Quirkyではアイデアを

投稿した人を含む全ての貢献者に、その貢献度合いに応じた金銭的インセンテイプを付与

することで、コミュニティに集まるアイデアの量・質を共に向上させているという仮説が

導出されている。これにより同社は持続的な共創活動を実現させている。そして共創活動

への参加を通じて、参加者らが個人の能力を向上させているという現象も見受けられてい

ることが報告されている.Quirkyでは各人への金銭的インセンティプの付与額を全て開示

している。全ての貢献者の貢献度合いが可視化されている点も大きな特長として挙げられ

ている。

次に共創l活動の事例として、日本最大のレシピ投稿サイトであるクックパッドを取り上

げている.クックパッドでは金銭的インセンティプを用いずに、ユーザー同士によるレシ

ピへの評価を可視化することで、持続的な共創活動を実現している.これに対して、同様

の仕組みの中に金銭的インセンティブを導入した楽天レシピを取り上げて、比較事例研究

を行った。各サイトにおけるクックパッドは各人の貢献度合いを可視化しているサイト、

楽天レシピは一律の金銭的インセンティプを活用しているサイトという位置づけで 1λあ

たりのレシピ投稿数や、つくれぽ投稿数、 lレシピあたりのつくれぽ数などの比較を行い、

探索的に以下の仮説を導出している.

L 一律の金銭的インセンティプは、アイデア・貢献の量に正の影響を与える.

2. 貢献度合いの可視化は、アイデアの質に正の影響を与える.

3. 貢献度合いに応じた金銭的インセンティプはアイデア・貢献の量とアイデアの貨に正

の影響を与える。

これらの仮説は、楽天レシピとクックパッドにおけるインセンティブの両方を取り入れ

ることで、 Quirkyが実現しているようなアイデア・貢献の量とアイデアの質を同時に向上

させることが可能になるのではないか、という考えに基づいたものである.

本研究ではクックパッド・楽天レシピのレシピ・つくれぽ投稿者への質問票調査を実施



することで、前述の仮説の検証を行っている。 オンラインでのサーベイ調査の結果、一

律の金銭的インセンティプ・貢献度合いに応じた金銭的インセンティプともにアイデア・

貢献の量に正の影響を及ぼすという仮説は支持されている。また後者は前者よりその効果

が大きいことが検証されている。しかしながら、貢献度合いの可視化・貢献度合いに応じ

た金銭的インセンティプともにアイデアの質に正の影響を与えるという仮説は支持されな

かった。

本研究によって、企業と消費者の共創コミュニティにおいて一律の金銭的インセンテイ

プはアイデアの量・貢献の量を向上させること、それが貢献度合いに応じた付与領である

場合にはさらにその効果が高まることが明らかになった.

論文審査の結果の要旨

本研究の貢献は、既存研究では共創コミュニティにおいて内発的モチペーションが重

要であるとされている一方で、外発的インセンティプの役割については言及されてこなか

・った点を指摘し内発的モチベーションと外発的インセンティプの共創活動への影響につい

て実証した点である.米国企業へのフィールド調査による事例研究を出発点に『楽天レシ

ピ』と fクックパッド』というインセンティプの提供という点で対照的なサイトをサーベ

イ調査を組み込んだ比較分析を行い、世界的に言っても先駆的実証研究を行い興味深い発

見物を提示している.

以上の理由から、審査委員は、本論文の著者が、博士(経営学)の学位を授与されるに

十分な資質を持つものと判断する.
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